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凡  例

１．�本史の記述、統計などの最終時点は、原則として2019年3月末とした。ただし、2019年度以降の本行
第３期中期経営計画重点課題及びコロナ禍等その後の外部環境の大きな変化に対する本行の取り組みを
「補章」で補った。

２．年及び年度は西暦とし、節の初出のみ和暦を加えた。
３．引用文については原文の趣旨をそこなわない範囲で要約などを行った箇所がある。
４．�本文中、詳細な説明を要する部分については、「参考資料集」として補章の後にまとめ、脚注として参
考資料番号を示した。

５．�人名については、敬称は省略し、原則として初出時のみフルネームとしたが、周辺の記述に合わせた箇
所もある。

６．�各企業・機関名については原則として「株式会社」等の法人格を省略したが、「株式会社国際協力銀行」
「株式会社日本政策金融公庫」などの明示的なものは法人格を記載した。また原則として記述当時の正
式名称を記し、変更がある場合は、カッコ内に現名称を併記した。なお、「国際協力銀行」は、1999年
発足の「国際協力銀行」、2008年発足の「株式会社日本政策金融公庫国際協力銀行」、2012年発足の
「株式会社国際協力銀行」で用いられるため、区別のためそれぞれ「旧JBIC」「公庫」「新JBIC」と記し
ている場合がある。

７．図表に用いた記号は次の通りである。
	 「０」... . . . . . . . . 単位未満の数値
	 「空欄」.... . . . 該当数値なし
	 「 -」... . . . . . . . 不詳
	 「△」... . . . . . . . 負数または減少
　　�単位未満の数字は原則として四捨五入としたため、端数処理の関係上、数値が合計値と一致しない場合
がある。

８．資料編の凡例については、189ページを参照されたい。

　


